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単元株制度採用の有無 無

１．平成18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 703 194.8 257 186.7 226 147.3
17年3月期 238 114.8 89 － 91 －

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 125 128.8 6,864 58 6,607 78 19.0 27.3 32.2
17年3月期 55 － 14,697 97 － － 94.9 63.6 38.4

（注）①期中平均株式数 18年3月期 18,346株 17年3月期 3,745株
なお、平成17年6月27日付で普通株式1株につき4株の分割を行っております。
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 0 00 0 00 0 00 0 － －
17年3月期 0 00 0 00 0 00 0 － －

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 1,418 1,234 87.0 62,403 79
17年3月期 243 88 36.3 20,475 29

（注）①期末発行済株式数 18年3月期 19,784株 17年3月期 4,311株

なお、平成17年6月27日付で普通株式1株につき4株の分割を行っております。

②期末自己株式数 18年3月期 －株 17年3月期 －株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 500 0 0 0 00 　― 　―
通　期 1,500 400 230 　― 0 00 0 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　11,625円56銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   61,810   952,432  

２　受取手形   －   1,100  

３　売掛金   130,614   283,817  

４　仕掛品   13,008   14,121  

５　前払費用   1,274   30,734  

６　未収入金   3,579   2,077  

７　繰延税金資産   4,537   10,543  

８　その他   2   1,893  

流動資産合計   214,827 88.3  1,296,720 91.4

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物  －   168   

 　 減価償却累計額  － －  25 142  

(2）工具器具及び備品  9,285   19,515   

減価償却累計額  4,211 5,074  8,717 10,798  

有形固定資産合計   5,074 2.1  10,940 0.8

２　無形固定資産        

(1）ソフトウェア   661   17,046  

(2）ソフトウェア仮勘定   9,313   14,024  

(3）その他   72   8,072  

無形固定資産合計   10,047 4.1  39,144 2.8

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   －   5,000  

(2）関係会社株式   10,000   10,000  

(3）長期前払費用   882   469  

(4）繰延税金資産   940   130  

(5）敷金   1,244   55,482  

(6）その他   150   800  

投資その他の資産合計   13,217 5.5  71,882 5.0

固定資産合計   28,339 11.7  121,966 8.6

資産合計   243,166 100.0  1,418,686 100.0
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前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   1,123   8,613  

２　短期借入金   70,000   －  

３　一年以内返済予定の長
期借入金

  2,496   2,496  

４　未払金   18,311   49,823  

５　未払法人税等   41,346   80,587  

６　未払消費税等   9,296   15,361  

７　預り金   1,480   552  

８　前受収益   －   16,035  

９　賞与引当金   1,937   －  

10　その他   358   4,568  

流動負債合計   146,349 60.2  178,038 12.6

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   8,548   6,052  

固定負債合計   8,548 3.5  6,052 0.4

負債合計   154,897 63.7  184,090 13.0

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※  24,221 10.0  403,176 28.4

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  2,721   644,156   

資本剰余金合計   2,721 1.1  644,156 45.4

Ⅲ　利益剰余金        

１　当期未処分利益  61,325   187,262   

利益剰余金合計   61,325 25.2  187,262 13.2

資本合計   88,268 36.3  1,234,596 87.0

負債及び資本合計   243,166 100.0  1,418,686 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   238,531 100.0  703,175 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　当期製品製造原価  52,098   212,257   

２　ソフトウェア償却費  － 52,098 21.8 2,830 215,087 30.6

売上総利益   186,432 78.2  488,087 69.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　役員報酬  29,250   27,600   

２　給与手当  9,411   54,664   

３　賞与引当金繰入額  61   －   

４　旅費交通費  2,439   2,086   

５　賃借料  3,888   7,460   

６　広告宣伝費  518   6,026   

７　支払手数料  9,885   16,294   

８　減価償却費  770   2,599   

９　研究開発費  31,150   34,996   

10　採用費  －   18,074   

11　派遣費用  －   17,275   

12　その他  9,173 96,547 40.5 43,320 230,398 32.8

営業利益   89,884 37.7  257,689 36.6

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  0   6   

２　保険解約返戻金  2,497   －   

３　その他  316 2,814 1.2 110 116 0.0

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  696   542   

２　新株発行費  398   5,211   

３　上場関連費用  －   24,722   

４　事務所移転費用　  － 1,094 0.5 756 31,232 4.4

経常利益   91,604 38.4  226,573 32.2
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前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※２ － 3,385   

２　賃貸契約解約違約金  － － － 5,445 8,830 1.2

税引前当期純利益   91,604 38.4  217,742 31.0

法人税、住民税及び事
業税

 42,038   97,000   

法人税等調整額  △5,478 36,560 15.3 △5,195 91,805 13.1

当期純利益   55,043 23.1  125,937 17.9

前期繰越利益   6,281   61,325  

当期未処分利益   61,325   187,262  
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　原料費  2,925 2.9 7,284 2.7

Ⅱ　労務費  77,745 76.4 167,476 62.0

Ⅲ　外注加工費  6,448 6.4 38,232 14.1

Ⅳ　経費 ※２ 14,592 14.3 57,309 21.2

当期総製造費用  101,712 100.0 270,302 100.0

期首仕掛品たな卸高  3,320  13,008  

合計  105,032  283,311  

期末仕掛品たな卸高  13,008  14,121  

他勘定振替高 ※３ 39,925  56,932  

当期製品製造原価  52,098  212,257  

　（注）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　原価計算の方法 １　原価計算の方法

プロジェクト別原価計算 同左

※２　主な内訳は次のとおりです。 ※２　主な内訳は次のとおりです。

消耗品費 1,475千円

賃借料 3,936千円

旅費交通費 1,955千円

通信費 4,063千円

減価償却費 1,804千円

消耗品費 10,737千円

賃借料 4,723千円

旅費交通費 1,779千円

通信費 19,896千円

減価償却費 2,728千円

※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 ※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりです。

ソフトウェア仮勘定 9,313千円

研究開発費 30,612千円

合計 39,925千円

ソフトウェア仮勘定 21,936千円

研究開発費 34,996千円

合計 56,932千円
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(3）利益処分案

  
前事業年度

（株主総会承認日
平成17年６月29日）

当事業年度
（株主総会承認予定日
平成18年６月23日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   61,325  187,262

Ⅱ　次期繰越利益   61,325  187,262
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

 ――――

 

(2）その他有価証券

 　　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

 

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）仕掛品

　個別法による原価法を採用しておりま

す。

 

(1）仕掛品

同左

３　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法

　主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

工具器具及び備品　　　　４～６年

 

(1）有形固定資産

同左

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

 　　建物　　　　　　　　　　　　10年

　　 工具器具及び備品　　　　４～６年　

　　　　　

(2）無形固定資産

　定額法

　自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

 

(2）無形固定資産

同左

４　繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

 

(1）新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。なお、貸倒実

績はなく、また貸倒懸念債権等もないこ

とから、当事業年度において貸倒引当金

は計上しておりません。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち、当期に負担すべき額を

計上しております。

 

――――

 

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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　会計処理方法の変更

 

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号　平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。

 

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

―――――― （貸借対照表）

　前期まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

した「前受収益」は、当期において、負債及び資本の合計

額の100分の1を超えたため区分掲記しました。なお、前期

末の前受収益は105千円であります。

 

――――――

 

 (損益計算書）

　前期まで区分掲記しておりました「保険料」（当期0千

円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の5以下と

なったため、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示することにしました。

  

　前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しておりました「採用費」は、当期において、販売費及

び一般管理費の総額の100分の5を超えたため区分掲記しま

した。なお、前期の採用費は3,885千円であります。

 

 　前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しておりました「派遣費用」は、当期において、販売費

及び一般管理費の総額の100分の5を超えたため区分掲記し

ました。なお、前期の派遣費用は1,167千円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※　授権株式数及び発行済株式総数 ※　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 10,880株

発行済株式総数 普通株式 4,311株

授権株式数 普通株式 43,520株

発行済株式総数 普通株式 19,784株

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　研究開発費の総額 ※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 31,150千円 一般管理費に含まれる研究開発費 34,996千円

――――――  ※２　固定資産除却損は、建物3,385千円であります。
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①　リース取引関係

前事業年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　該当事項はありません。

②　有価証券関係

前事業年度（平成17年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当事業年度（平成18年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

 

③　税効果会計関係

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

 （単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 3,654

その他 883

計 4,537

繰延税金資産（固定）  

その他 940

計 940

繰延税金資産合計 5,478

 （単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 6,510

研究開発費 4,033

計 10,543

繰延税金資産（固定）  

その他 130

計 130

繰延税金資産合計 10,673

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 20,475円29銭 62,403円79銭

１株当たり当期純利益金額 14,697円97銭 6,864円58銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額

新株予約権の残高がありますが、

当社株式は非上場であり、期中

平均株価が把握できないため、

記載しておりません。

6,607円78銭

 

 

 

　当社は、平成17年６月27日付で株式１株につき

４株の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなります。

 

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純

資産額
5,118円82銭

１株当たり当

期純利益金額
3,674円49銭

 　なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残

高がありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均

株価が把握できないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

当期純利益（千円） 55,043 125,937

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－)

普通株式に係る当期純利益（千円） 55,043 125,937

普通株式の期中平均株式数（株） 3,745 18,346

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額（千円） － －

 普通株式増加数（株） － 713

 　　（うち新株予約権） （－） （713）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

新株予約権　　40個 ――――
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

 

１　平成17年６月６日開催の取締役会において、第三者割当増資を行うことを決議いたしました。

　なお、詳細については、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載のとおりであります。

２　平成17年６月６日開催の取締役会において、株式分割を行うことを決議いたしました。

　なお、詳細については、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載のとおりであります。

　また、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における１株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 2,018円99銭 5,118円82銭

１株当たり当期純利益金額又は当

期純損失金額（△）
△257円80銭 3,674円49銭

 　なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、

新株予約権の残高がありますが、

当社株式は非上場であり、期中

平均株価が把握できないため、

記載しておりません。

当事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

 

１　会社分割（簡易分割）によるドリコムブログ事業部門及びカテゴリ特化型検索サービス事業部門の分社化に

ついて

　

　詳細については、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載のとおりであります。

２　株式会社ドリコムジェネレーティッドメディアのリクルートグループを割当先とする第三者割当による募集

株式発行に関する基本合意について

　

　詳細については、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載のとおりであります。
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７．役員の異動

 　　　　

 　　該当事項はありません。

 

 

 以上
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